
公立大学法人神戸市看護大学ハラスメント防止等に関する規程の一部を改正する規

程をここに公布する。 

   2022年６月15日 

公立大学法人神戸市看護大学理事長 北 徹 

公立大学法人神戸市看護大学規程第２号 

公立大学法人神戸市看護大学ハラスメント防止等に関する規程（2019年４月規

程第62号）の一部を改正する規程  

（改正前） （改正後） 

（相談体制） 

第６条 理事長は，ハラスメントに関す

る相談に応じるため，次に掲げる者を

ハラスメント相談員（以下「相談員」

という。）に任命する。 

⑴ 学生支援・入試担当理事 

⑵ 理事長が指名する常勤の男性の教

員（委員会の委員を除く。） 

⑶ 理事長が指名する常勤の女性の教      

 員（委員会の委員を除く。） 

⑷ 略 

２ 前項第２号及び第３号に掲げる相談

員の任期は２年とし，再任を妨げな

い。 

３，４ 略 

５ 相談員は，相談内容が深刻で，委員

会で審議すべき事項に該当すると判断

し，かつ，相談者の了解が得られたと

きは，当該内容について，委員会に報

告しなければならない。 

 

⑴ 相談者が次条第１項１号に規定す

る口頭助言等又は同項第２号に規定

する当事者間話合いを希望している

とき 委員会委員長及び副委員長 

 ⑵ 相談者が第11条第１項第１号に規 

（相談体制） 

第６条 理事長は，ハラスメントに関す

る相談に応じるため，次に掲げる者を

ハラスメント相談員（以下「相談員」

という。）に任命する。 

⑴ 学生支援・入試担当理事 

⑴ 理事長が指名する常勤の男性の教

員（委員会の委員を除く。） 

⑵ 理事長が指名する常勤の女性の教      

 員（委員会の委員を除く。） 

⑶ 略 

２ 前項第１号及び第２号に掲げる相談

員の任期は２年とし，再任を妨げな

い。 

３，４ 略 

５ 相談員は，相談内容が深刻で，委員 

会で審議すべき事項に該当すると判断

し，かつ，相談者の了解が得られたと 

きは，当該内容について，次の各号に

掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる

もの 

⑴ 相談者が次条第１項１号に規定す

る口頭助言等又は同項第２号に規定

する当事者間話合いを希望している

とき 委員会委員長及び副委員長 

 ⑵ 相談者が第11条第１項第１号に規 



定する調査を希望しているとき 委

員会  

 ⑶ 相談員が，相談内容が深刻で，委

員会で審議すべき事項に該当すると

判断し，かつ，相談者の了解が得ら

れたとき 委員会 

６ 略 

 （調整体制等） 

第７条 委員会委員長及び副委員長は，

前条第５項第１号の規定に基づく報告

を受け，相談者が次のいずれかの方法

を希望しているときは，２人以上のハ

ラスメント調整員（以下「調整員」と

いう。）を置くことができる。 

 ⑴ 当事者（相談者及び問題とされる

言動を行った者をいう。以下同じ。）

に対する調整員の口頭による事実確

認，助言等の方法での解決（以下

「口頭助言等」という。） 

 ⑵ 当事者間の話合いでの解決（以下

「当事者間話合い」という。）  

２ 調整員は，次の者とする。 

⑴ 相談を受けた相談員 

⑵ 委員会の委員のうちから，事案ご

とに，それぞれ，委員会委員長が指

名するもの 

３ 調整員は，当事者間の主張の要点を

確かめ，事案が公正に解決されるよう

に努めなければならない。 

（口頭助言等手続） 

第８条 口頭助言等手続は，調整員が，

当事者それぞれに対し，当該事案につ

いて，聴取し，口頭による事実確認， 

定する調査を希望しているとき 委

員会員会  

 ⑶ 相談員が，相談内容が深刻で，委

員会で審議すべき事項に該当すると

判断し，かつ，相談者の了解が得ら

れたとき 委員会 

６ 略 

（調整体制等） 

第７条 委員会委員長及び副委員長は，

前条第５項第１号の規定に基づく報告

を受け，相談者が次のいずれかの方法

を希望しているときは，２人以上のハ

ラスメント調整員（以下「調整員」と

いう。）を置くことができる。 

 ⑴ 当事者（相談者及び問題とされる

言動を行った者をいう。以下同じ。）

に対する調整員の口頭による事実確

認，助言等の方法での解決（以下

「口頭助言等」という。） 

 ⑵ 当事者間の話合いでの解決（以下

「当事者間話合い」という。） 

２ 調整員は，次の者とする。 

⑴ 相談を受けた相談員 

⑵ 委員会の委員のうちから，事案ご

とに，それぞれ，委員会委員長が指

名するもの 

３ 調整員は，当事者間の主張の要点を

確かめ，事案が公正に解決されるよう

に努めなければならない。 

（口頭助言等手続） 

第８条 口頭助言等手続は，調整員が，

当事者それぞれに対し，当該事案につ

いて，聴取し，口頭による事実確認， 



助言等により行う。 

２ 調整員は，次の各号のいずれかに該

当するときは，口頭助言等手続を終了

することができる。 

⑴ 当事者が，正当な理由なく，聴取

等に来ないとき。 

⑵ 相談者が，口頭助言等手続の打切

りを申し出たとき。 

⑶ 調整員が，相当期間内に当事者間

に解決する見込みがないと判断した

と き。 

３ 相談者は，前項の規定に基づき口頭

助言等手続が終了したときは，当事者

間話合い手続を希望することができ

る。 

 （当事者間話合い手続） 

第９条 当事者間話合い手続は，調整員

同席のもと、当事者が口頭で当該当事

者間話合いに係る事案に関する意見を

述べることにより行う。 

２ 当事者間話合いは，調整員が期日及

び場所を指定し，当事者を招集して行

うものとする。 

３ 当事者間話合いにおいて，当事者

は，調整員の許可を得て，補佐人を同

席することができる。 

４ 当事者間話合いにおいて，調整員

は，当事者のする陳述が事案に関係の

ない事項にわたる場合その他相当で 

助言等により行う。 

２ 調整員は，次の各号のいずれかに該

当するときは，口頭助言等手続を終了

することができる。 

⑴ 当事者が，正当な理由なく，聴取

等に来ないとき。 

⑵ 相談者が，口頭助言等手続の打切

りを申し出たとき。 

⑶ 調整員が，相当期間内に当事者間

に解決する見込みがないと判断した

とき。 

３ 相談者は，前項の規定に基づき口頭

助言等手続が終了したときは，当事者

間話合い手続を希望することができ

る。 

 （当事者間話合い手続） 

第９条 当事者間話合い手続は，調整員

同席のもと，当事者が口頭で当該当事

者間話合いに係る事案に関する意見を

述べることにより行う。 

２ 当事者間話合いは，調整員が期日及

び場所を指定し，当事者を招集して行

うものとする。 

３ 当事者間話合いにおいて，当事者

は，調整員の許可を得て，補佐人を同

席することができる。 

４ 当事者間話合いにおいて，調整員

は，当事者のする陳述が事案に関係の

ない事項にわたる場合その他相当でな 

い場合には，これを制限することがで

きる。 

５ 調整員は，必要があると認めるとき

は，当事者から当該当事者間話合いに

い場合には，これを制限することがで

きる。 

５ 調整員は，必要があると認めるとき

は，当事者から当該当事者間話合いに



係る事案に関係のある文書又は物件の

提出を求めることができる。 

６ 調整員は，次の各号のいずれかに該

当するときは，当事者間話合い手続を

終結することができる。 

 ⑴ 当事者間で合意が成立し，合意事

項が書面に記載されたとき。 

⑵ 当事者が，正当な理由なく，当事

者間話合いに来ないとき。 

⑶ 相談者が，当事者間話合い手続の

打切りを申し出たとき。 

⑷ 調整員が，相当期間内に当事者間

に合意が成立する見込みがないと判

断したとき。 

 （調整手続の結果報告） 

第10条 調整員は，第８条第２項又は前

条第６項の規定に基づき，調整手続を

終結したときは，委員会委員長及びふ

くい院長に経過及び結果を報告しなけ

ればならない。 

（調査体制） 

第７条  委員会は，前条第５項の規定に

基づく報告を受け，当該相談内容につ

いて事実関係を調査する必要があると

認めるときは，公立大学法人神戸市看

護大学ハラスメント調査会（以下「調

査会」という。）を設置する。 

 ⑴ 相談者が，調査を希望していると

き。 

⑵ 委員会が，当該相談内容につい

て事実関係を調査する必要があると

認めるとき。 

２～５ 略 

係る事案に関係のある文書又は物件の

提出を求めることができる。 

６ 調整員は，次の各号のいずれかに該

当するときは，当事者間話合い手続を

終結することができる。 

 ⑴ 当事者間で合意が成立し，合意事

項が書面に記載されたとき。 

⑵ 当事者が，正当な理由なく，当事

者間話合いに来ないとき。 

⑶ 相談者が，当事者間話合い手続の

打切りを申し出たとき。 

⑷ 調整員が，相当期間内に当事者間

に合意が成立する見込みがないと判

断したとき。 

（調整手続の結果報告） 

第10条 調整員は，第８条第２項又は前

条第６項の規定に基づき，調整手続を

終結したときは，委員会委員長及び副

委員長に経過及び結果を報告しなけれ

ばならない。 

（調査体制） 

第11条 委員会は，第６条第５項第２号

にづく報告を受け，次の各号のいずれ

にも該当する 

ときは，公立大学法人神戸市看護大学

ハラスメント調査会（以下「調査会」

という。）を設置する。 

 ⑴ 相談者が，調査を希望していると

き。 

 ⑵ 委員会が，当該相談内容について

事実関係を調査する必要があると認

めるとき。 

２～５ 略 



第８条～第14条 略 第12条～第18条 

附 則   

 この規程は，公布日から施行する。 


